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第１章 はじめに

１ 策定の目的

○ 水道は、生命・健康の維持に不可欠ですが、世界に目を向けると、未だに多くの人たちが、安全

な水にアクセスできていません。このような状況を踏まえ、平成27（2015）年９月に国連総会で採

択された、全ての国々の共通目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）においても、「水」は、

持続可能な世界を実現するためのゴールの一つとされています。

○ 日本の水道は、高度経済成長期における水道需要の高まりに応じて集中的に整備され、今日では

98％の普及率を達成しています。しかし、人口減少社会を迎える中、老朽化した施設の更新や耐震

化の遅れなど、多くの水道事業体が深刻な課題に直面しています。国は、こうした課題を解決し、

将来にわたり安全な水の安定供給を維持するため、水道の基盤の強化を図ることを目的として、

平成30（2018）年12月に水道法を改正しました。

○ 都の水道事業は、明治31（1898）年に近代水道として通水を開始し、都民生活と首都東京の都市

活動を支える基幹ライフラインとして、安定給水のために必要な施設整備を着実に推進しながら、

継続的に経営努力を行い、健全な経営基盤を確立し、使命を果たしてきました。さらに、全国に先

駆けて市町営水道の一元化を進め、今日では、給水人口約1,350万人という日本最大の水道事業者

として、広域水道としての一体性と責任を確保しつつ、効率的な事業運営に努めています。
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○ 一方で、都の人口推計では、令和７（2025）年をピークに都の人口も減少に転じ、令和42（2060）

年にはピーク時から約16％減少するとされています。人口減少は、水道料金の収入の減少に直結し、

施設整備など、水道事業に不可欠な経費の不足につながります。

○ こうした人口減少に加え、環境危機やテクノロジーの急激な進展、水道法の改正を契機とした水

道界の新たな動きなど、東京水道をめぐる状況は、今後、激変し、かつて経験したことのない局面

を迎えることになります。

○ 東京水道が将来とも持続可能な事業運営を行っていくためには、このような状況変化に柔軟に対

応できる新しい発想をもって、今後一斉に更新時期を迎える大規模浄水場の整備や管路の維持管理、

お客さまサービスの更なる向上、それに水道事業を支える人材の輩出など、事業の根幹に関わる課

題解決のための対策を着実に進めていかなければなりません。

○ 東京都水道局では、これまで３年から５年ごとに経営プラン（中期経営計画）を策定し事業を実

施してきました。しかし、東京水道の置かれたこうした立場を考えれば、今後は、単に５年ごとの

視点ではなく、さらに先を見据えた長期の経営方針を立て、目指すべき目標を明らかにした上で事

業を戦略的に進めていく必要があります。

7



第１章 はじめに

○ そこで、水道局では、令和２（2020）年度が「東京水道経営プラン2016」の終了年度であること

から、次回の中期経営計画からの「羅針盤」として、外部の有識者で構成する「東京都水道事業運

営戦略検討会議」での議論や、都の「『未来の東京』戦略ビジョン」の内容を踏まえ、今後の状況

変化を予測、分析しつつ、おおむね2040年代を見据えた将来構想である「持続可能な東京水道の実

現に向けて 東京水道長期戦略構想2020」を策定することとしました。

○ そして、この将来構想をもとに、今後の各中期経営計画において、その都度、社会経済情勢の変

化やリスクなどを的確に見込みながらローリングしていくことで、将来とも持続可能な東京水道を

実現してまいります。
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２ 東京水道の長期構想の位置付け

「持続可能な東京水道の実現に向けて 東京水道長期戦略構想2020」は、東京水道が目指すべき将

来の姿と、その実現に向けた取組の方向性を示す基本構想であり、今後の事業運営全般についての基

本的な方針となるものです。

３ 東京水道の長期構想の期間

都の人口推計に合わせ、令和42（2060）年までの水道需要、施設整備、業務運営体制及び財政収支

を推計するとともに、2040年代を視野に、おおむね20年間の事業運営について示すものとします。
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